
平成 28事業年度財務諸表等の公表について 

平成 29 年９月 19 日 

国立大学法人一橋大学 

１．はじめに 

平成 28 事業年度の財務諸表等については、８月 31 日付けで文部科学大臣より承認さ

れました。

 この財務諸表は、国立大学法人の特性を踏まえた、国立大学法人会計基準及びその実

務指針等に従って作成しています。

２．財務諸表の概要について 

（財政状況） 

① 資産

資産総額は 176,267 百万円で、前年度比 647 百万円の減少となっています。これは、

固定資産において、「建物」が減価償却の影響等により 1,037 百万円減少したことや、流

動資産において、「現金及び預金」が第２期中期目標期間中に立て替えていた退職手当の

精算等により運営費交付金の入金が増えたことや、水道光熱費等の一般管理費の支出が

抑えられたこと等により 442 百万円増加したこと等が主な要因です。 

② 負債

負債総額は 24,186 百万円で、前年度比 202 百万円の増加となっています。これは、「寄

附金債務」が一部事業を翌期以降に繰り越したこと等により 163 百万円増加したことや、

「未払金」が工事契約等により 66 百万円増加したこと等が主な要因です。 

③ 純資産

純資産総額は 152,082 百万円で、前年度比 849 百万円の減少となっています。これは

「資本剰余金」が損益外減価償却累計額の増加等により 1,057 百万円減少したことや、「利

益剰余金」が当期総利益を計上したこと等により 208 百万円増加したこと等が主な要因

です。
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（運営状況） 

④ 経常費用

経常費用総額は 11,027 百万円で、前年度比 84 百万円の減少となっています。これは、

「教育経費」が小平屋内運動場改修工事等により 25 百万円増加したことや、「受託事業

費」が契約金額の減少により 49 百万円減少したこと、「一般管理費」が水道光熱費をは

じめとする経費節減等により 21 百万円減少したこと等が主な要因です。 

⑤ 経常収益

経常収益総額は 11,257 百万円で、前年度比 97 百万円の増加となっています。これは、

「運営費交付金収益」が第２期中期目標期間中に立て替えていた退職手当の精算による

即時収益化等により 31 百万円増加したことや、「施設費収益」が小平屋内運動場改修工

事等により 55 百万円増加したこと、「雑益」が一橋講堂等の施設使用収益や科科学研究

費補助金間接経費収入の増加等により、31 百万円増加したこと等が主な要因です。 

⑥ 当期総利益

効率的な事業の実施による経費節減等により経常費用が減少し、一橋講堂の施設使用

収益の増等による経常収益の増加等により、230 百万円の当期総利益を計上しました。 

３．おわりに 

国立大学法人は運営の基盤となる運営費交付金の交付を受けておりますが、平成 28 年

度を初年度とする第３期中期目標期間においては、国による運営費交付金の配分方針が

見直され、毎年度、機能強化促進係数（本学△1.6％）により基盤的経費が減額され、こ

れを財源として各大学における機能強化の取組に対する評価に基づき機能強化促進経費

として再配分される仕組みが導入される等、安定的な財源の確保がますます厳しい状況

に置かれております。

このような状況の中で、効果的な大学運営を実現するために、業務運営の合理化・効

率化等をより一層推進させ、業務改善に努めて参ります。
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